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（吸収合併存続会社：会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に基づく開示事項 

    吸収合併消滅会社：会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 182 条に基づく開示事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ＩＤＯＭ 

株式会社ガリバーインシュアランス 

  



2023 年 1 月 17 日 

吸収合併に係る事前備置書面 

 

東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 2 号 

株式会社ＩＤＯＭ 

代表取締役 羽鳥 由宇介 

 

東京都千代田区丸の内二丁目 7 番 2 号 

株式会社ガリバーインシュアランス 

代表取締役 羽鳥 由宇介 

 

 株式会社ＩＤＯＭ（以下「甲」といいます。）及び株式会社ガリバーインシュアランス

（以下「乙」といいます。）は、2022 年 10 月 14 日付で吸収合併契約書を締結し、甲を吸

収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会社、効力発生日を 2023 年 2 月 28 日とする吸収合併

（以下「本合併」といいます。）を行うことといたしました。 

本合併に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 191 条並びに会社法第 782

条第１項及び会社法施行規則第 182 条に基づく開示事項は、以下のとおりです。 

 

第 1. 吸収合併契約の内容 

別紙 1 のとおりです。 

 

第 2.  合併対価についての定めの相当性に関する事項 

本合併に際しては、株式その他の金銭等の交付を行いません。乙は、甲の完全子会

社であり、甲がその発行済株式の全てを保有していることから、かかる取扱いは相当

と考えております。 

 

第 3.  合併対価について参考となるべき事項 

該当事項はありません。 

 

第 4.  吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 

 

第 5.  計算書類等に関する事項 

1 吸収合併存続会社についての次に掲げる事項 

(1) 吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2 のとおりです。 



 

(2) 吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書

類等の内容 

該当事項はありません。 

 

(3) 吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

i. 甲は、2022 年 4 月 14 日付の取締役会決議に基づき、連結子会社であった

IDOM Automotive Group Pty Ltd.及び Gulliver Australia Pty Ltd.の株式全てを譲渡

しました。その内容は別紙 3 とおりです。 

ii. 甲は、2022 年 10 月 21 日付の取締役会決議に基づき、第三者割当による新

株予約権の発行及び時価発行新株予約権信託の導入を行いました。その内容は

別紙 4 のとおりです。 

 

2 吸収合併消滅会社についての次に掲げる事項 

(1) 吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 5 のとおりです。 

 

(2) 吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書

類等の内容 

該当事項はありません。 

 

(3) 吸収合併消滅会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

第 6.  吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに

関する事項 

乙の 2022 年 2 月 28 日現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞれ 

44 億 3906 万 2939 円及び 2 億 9989 万 4994 円です。 

甲の 2022 年 2 月 28 日現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞれ

1569 億 64 百万円及び 1101 億 48 百万円です。 



甲及び乙のいずれにおいても、上記の各日から本書面作成日現在に至るまで、上記

第 5.1(3)で記載した事項以外にそれぞれの資産及び負債の額に大きな変動をもたらす

事象は生じておらず、本合併の効力発生日に至るまで、それぞれの資産及び負債の額

に大きな変動をもたらす事象は生じない見込みであるため、上記第 5.1(3)で記載した

事項を考慮しても、甲においては、本合併の効力発生日以後も資産の額が負債の額を

上回ることが見込まれています。 

また、本合併の効力発生日以後において、甲が負担すべき債務の履行に支障を及ぼ

す事象の発生は現在のところ予想されておりません。 

以上を踏まえ、効力発生日以後における甲の債務の履行の見込みがあるものと判

断いたしました。 

 

以上 



吸収合併契約書 

 

 株式会社 IDOM（以下「甲」という。）及び株式会社ガリバーインシュアランス（以下「乙」

という。）は、以下のとおり吸収合併契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第１条（吸収合併の方法） 

 甲及び乙は、本契約の定めるところに従い、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会

社とする吸収合併（以下「本合併」という。）を行う。 

 

第２条（商号及び住所） 

 甲及び乙の商号及び住所は、以下のとおりである。 

（１）甲：吸収合併存続会社 

   商号 株式会社 IDOM 

   住所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 

（２）乙：吸収合併消滅会社 

   商号 株式会社ガリバーインシュアランス 

   住所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 

 

第 3 条（本合併に際して交付する金銭等及びその割当てに関する事項） 

 乙の株式の全てを甲が保有しているため、甲は、本合併に際して、乙の株主に対し、その

保有する乙の株式に代わる金銭等の交付を行わない。 

 

第４条（甲の資本金及び準備金に関する事項） 

 本合併により、甲の資本金及び準備金の額は増加しない。 

 

第５条（効力発生日） 

 本合併がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2023 年 2 月 28 日とす

る。ただし、本合併の手続きの進行上の必要性その他の事由により必要があると認めるとき

は、甲及び乙が協議し合意の上、効力発生日を変更することができる。 

 

第６条（株主総会決議） 

１ 甲は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づき、株主総会の承認決議を経ずに本合併を

行う。 

２ 乙は、会社法第 784 条第 1 項の規定に基づき、株主総会の承認決議を経ずに本合併を

行う。 
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第７条（本合併の条件の変更及び本契約の解除） 

 本契約の締結日から効力発生日までの間に、甲若しくは乙の財産若しくは経営状態に重

大な変更が生じた場合、本合併の実行に重大な支障となる事態が生じ若しくは明らかとな

った場合、又はその他本合併の目的の達成が困難となった場合は、甲及び乙は、協議し合意

の上、本合併の条件その他本契約の内容を変更し、又は本契約を解除することができる。 

 

第８条（本契約の効力） 

 本契約は、効力発生日の前日までに前条に基づき本契約が解除されたときは、その効力を

失うものとする。 

 

第９条（協議事項） 

 本契約に定める事項のほか、本合併に必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙が協

議し合意の上、これを定める。 

 

 本契約締結の証として、本書 1 通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、甲がその

原本を保有し、乙はその写しを保有する。 

 

2022 年 10 月 14 日 

 

            甲 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 

              株式会社 IDOM 

              代表取締役 羽鳥 由宇介 

              （戸籍名 羽鳥 裕介） 

 

            乙 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 

              株式会社ガリバーインシュアランス 

              代表取締役 羽鳥 由宇介 

              （戸籍名 羽鳥 裕介） 
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2022 年 4 月 14 日 
各  位 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
連結子会社の株式譲渡及び特別利益の計上に関するお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である IDOM Automotive Group Pty Ltd.及

び Gulliver Australia Pty Ltd.の株式全てを譲渡することについて決議いたしましたので、下記のとおり

お知らせいたします。 
 

記 
 
1. 株式譲渡の理由 
 当社は、資本効率（ROIC）と成長性を重視した事業ポートフォリオを用いて、各事業の重点投資や撤

退の経営判断を行っております。国内の大型店による小売事業（整備工場併設）が、実績として資本効

率が高く、今後の成長余地も高いと捉えております。このため、当社は中長期的に同事業へ経営資源を

集中させていく考えです。こうした考えに基づき、2021 年 9 月に BMW 及び MINI の国内新車ディーラ

ー事業からは撤退しております。加えて、今般、豪州新車ディーラー事業からも撤退する判断に至りま

した。 
 
2. 異動する子会社の概要 
①IDOM Automotive Group Pty Ltd.の概要 
（1） 名称 IDOM Automotive Group Pty Ltd. 
（2） 所在地 Level 2, 640 Murray St, West Perth, Western Australia, 6005 
（3） 代表者の役職・氏名 Yusuke Hatori, Director 
（4） 事業内容 豪州事業会社を統括・管理する業務 
（5） 資本金 148,300 千豪ドル 
（6） 設立年月 2015 年 6 月 
（7） 大株主及び持株比率 株式会社 IDOM 100% 

（8） 上場会社と当該会社 
との間の関係 

資本関係 当社が発行済株式の 100%を保有しております。 
人的関係 当社取締役 1 名が取締役を兼務しております。 
取引関係 当社から資金の貸付を行っております。 

※IDOM Automotive Group Pty Ltd.と同社の子会社である Buick Holdings Pty Ltd.他 13 社、IDOM 
Automotive Essendon Pty Ltd.他 5 社、Karmo Cars Pty Ltd.他 5 社の全ての株式を譲渡するものです。 
 
②Gulliver Australia Pty Ltd.の概要 
（1） 名称 Gulliver Australia Pty Ltd. 
（2） 所在地 20-30 Kangan Drive,Berwick,VIC 3806 
（3） 代表者の役職・氏名 Yusuke Hatori, Director 
（4） 事業内容 豪州ヴィクトリア州における新車・中古車の販売及び関連事業 
（5） 資本金 50 千豪ドル 
（6） 設立年月 2015 年 2 月 
（7） 大株主及び持株比率 株式会社 IDOM 100% 

会 社 名 株式会社 I D O M 
代表者名 代 表 取 締 役 社 長  羽 鳥  由 宇 介 

（コード:7599 東証プライム） 
問合せ先 経理・財務・ I R セクションリーダー  

松本 雅之 
（TEL 03-5208-5503） 

gulliver
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（8） 上場会社と当該会社 
との間の関係 

資本関係 当社が発行済株式の 100%を保有しております。 
人的関係 当社取締役 1 名が取締役を兼務しております。 
取引関係 当社から資金の貸付を行っております。 

 
 
③異動する子会社の最近の 3 年間の経営成績及び財政状態（連結）（単位：百万円） 

決算期 2020 年 2 月期 2021 年 2 月期 2022 年 2 月期 
 売上高 84,277 88,310 139,364 
 営業利益 76 2,999 4,935 
 総資産 20,960 28,324 33,486 

※異動する全子会社（IDOM Automotive Group Pty Ltd.と同社の子会社である Buick Holdings Pty Ltd.
他 13 社、IDOM Automotive Essendon Pty Ltd.他 5 社、Karmo Cars Pty Ltd.他 5 社、及び Gulliver 
Australia Pty Ltd.）の業績を連結した数値として、当社が開示するセグメント情報（地域セグメント）

の数値を記載しております。上記項目以外は、譲渡先の意向により非開示とさせて頂きます。 
 
3. 株式譲渡先の相手の概要 
（1） 名称 Swift Holdings Investments Pty Ltd. 

（2） 所在地 Collins Square, Tower 4, Level 18, 727 Collins Street, Docklands 
VIC, Australia 

（3） 代表者の役職・氏名 Paul Sytze Buruma, Director 
（4） 事業内容 投資事業 
（5） 資本金 100 豪ドル 
（6） 設立年月 2022 年 4 月 

（7） 上場会社と当該会社 
との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 
人的関係 該当事項はありません。 
取引関係 該当事項はありません。 
関 連 当 事 者 
への該当状況 該当事項はありません。 

 
4. 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 
①IDOM Automotive Group Pty Ltd.の株式 

（1） 異動前の所有株式数 1,217,810 株 
（議決権所有割合：100％） 

（2） 譲渡株式数 1,217,810 株（予定） 
（3） 譲渡価額 譲渡先の意向により非開示とさせて頂きます。 

（4） 異動後の所有株式数 0 株 
（議決権所有割合：0％） 

 
②Gulliver Australia Pty Ltd.の株式 

（1） 異動前の所有株式数 50,001 株 
（議決権所有割合：100％） 

（2） 譲渡株式数 50,001 株（予定） 
（3） 譲渡価額 譲渡先の意向により非開示とさせて頂きます。 

（4） 異動後の所有株式数 0 株 
（議決権所有割合：0％） 
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5. 日程 
（1） 取締役会決議日 2022 年 4 月 14 日 
（2） 契約締結日 2022 年 4 月 14 日 
（3） 株式譲渡実行日 未定 

 
6. 今後の見通し 
①連結業績への影響 
 IDOM Automotive Group Pty Ltd.及び Gulliver Australia Pty Ltd.は、3 月～2 月の期間を連結決算に

取り込んでいます。株式譲渡日は未確定ですが、6 月末を株式譲渡日と仮定したうえで、当期（2023 年

2 月期）の業績予想には、3 月～6 月の 4 ヵ月間の損益を連結する前提としております。このため、当期

において減収減益要因になり、前期比で売上高約 850 億円、営業利益約 30 億円、経常利益約 28 億円、

それぞれ減少すると見込んでおります。 
 また、当該株式譲渡に伴い、当第 2 四半期において、特別利益として関係会社株式売却益を連結上約 8
億円、個別上約 29 億円計上すると見込んでおります。 
 資本効率（ROIC 等の指標）は改善されると見込んでおります。 
※上記の見込み金額は、現時点で計算するもので、豪ドル相場等によって変動する可能性があります。 
 
②豪州における事業展開 
 これまで新車ディーラー経営によって蓄積されたノウハウやネットワークを今後も活用してまいりま

す。具体的には、2020 年より豪州で展開している当社の 100％子会社である IDOM Innovations Pty Ltd. 
にて、新しいテクノロジーやイノベーションを通じて自動車取引の透明性と公平性を追求し、自動車販

売店の課題解決を支援するためのプラットフォーム事業を継続してまいります。なお、新規事業である

当事業への事業投資は、上限金額を設定のうえで一定の範囲内で行う方針です。 
 

以  上 
 
（参考）当期連結業績予想（2022 年 4 月 14 日公表分）及び前期連結実績           （単位：百万円） 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に 
帰属する 

当期純利益 
当期業績予想 

（2023 年 2 月期） 366,800 15,500 14,800 11,600 

前期実績 
（2022 年 2 月期） 459,532 18,485 17,561 10,794 
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2022 年 10 月 21 日 

各 位 

 

会  社 名 株式会社 IDOM 

代表者名 代表取締役社長 羽鳥 由宇介 

（コード：7599 東証プライム） 

問合せ先 CFO 西端 亮 

（TEL 03-5208-5503）  

 

 

第三者割当による新株予約権の発行及び時価発行新株予約権信託の導入に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催されました取締役会において、以下のとおり、第三者割当により発行される第９回

新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の発行を行うこと及び時価発行新株予約権信託（以

下「本信託」といいます。）を活用したインセンティブプラン（以下「本インセンティブプラン」とい

います。）の導入について決議いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、時価発行新株予約権信託とは、時価により発行される新株予約権を受託者が保管しておき、一

定の期日になった時点で条件を満たした受益者に対して交付するという新たなインセンティブ制度で

あります。 
 

１．募集の概要 

（１） 割 当 日 2022 年 11 月７日 

（２） 発行新株予約権数 34,000 個 

（３） 発 行 価 額 3,400,000 円（新株予約権１個につき 100 円） 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
3,400,000 株（新株予約権１個につき 100 株） 

（５） 資 金 調 達 の 額 

2,533,000,000 円（差引手取概算額: 2,526,500,000円） 

（内訳）新株予約権発行による調達額：3,400,000 円 

    新株予約権行使による調達額：2,529,600,000 円 

差引手取概算額は、本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予

約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額を合算した金

額から、本新株予約権にかかる発行諸費用の概算額を差し引いた

金額となります。 

（６） 行 使 価 額 １株当たり 744 円（固定） 

（７） 
募集又は割当方法 

（ 割 当 予 定 先 ） 

受託者 コタエル信託株式会社に対して第三者割当の方法によって

行います。 

（８） そ の 他 

本新株予約権は、当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すに

当たり、当社及び当社関係会社の取締役及び従業員（以下「当社役

職員」といいます。）の一体感と結束力をさらに高め、より一層意欲

及び士気の向上を図ることを目的として発行されるものです。 

当社は、一般的に実施されているストックオプションのような従

来型のインセンティブプランではなく、信託を用いた本インセンテ

ィブプランを活用することにより、当社役職員を対象として、当社

への貢献度に応じて、予め定めた本新株予約権の交付ガイドライン

（以下「交付ガイドライン」といいます。）に従って新株予約権を分

gulliver
テキストボックス
別紙4
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配することができます。これにより、当社は、当社企業価値の向上

に向けた当社役職員の貢献を公平に評価した上で新株予約権を分

配することができるようになり、既存の新株予約権を用いたインセ

ンティブプランよりも一層、当社役職員の当社への貢献意欲の向上

を図ることができ、また優秀な人材を誘引できるものと期待してお

ります。 

なお、本新株予約権の譲渡には、当社取締役会の承認を要します。 

＜主な行使条件＞ 

① 新株予約権者は、2025年２月期または 2026 年２月期のいずれ

かの事業年度に係る有価証券報告書に記載される監査済みの

当社連結損益計算書の営業利益が 300 億円を超過している場

合に限り、本新株予約権を行使することができる。なお、上記

における営業利益の判定に際しては、決算期の変更、適用され

る会計基準の変更等により参照すべき営業利益等の概念に重

要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会に

て定めことができるものとする。 

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社ま

たは当社の子会社もしくは関連会社の取締役、監査役もしくは

従業員であることを要する。ただし、当社取締役会が正当な理

由があるものと認めた場合にはこの限りではない。 

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時

点における発行可能株式数を超過することとなるときは、当該

本新株予約権の行使を行うことはできない。 

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 

⑥ 金融商品取引法に基づく届出の効力が発生することを条件と

する。 

（注）資金調達の額は、本新株予約権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財

産の価額を合算した額から、発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。本新株予約権の行使

期間中に行使が行われない場合又は新株予約権を取得した者がその権利を喪失した場合、払込

金額の総額及び差引手取概算額は減少します。 

 

２．募集の目的及び理由 

＜本インセンティブプラン導入の目的及び理由＞ 

当社は、当社役職員のモチベーションの維持・向上を図るとともに中長期的な企業価値向上への

インセンティブを付与すること及び 2022 年 4 月に公表した中期経営計画の経営目標と比べ、より高

い経営目標を掲げることで、中期経営計画における経営目標達成の確度を高めることを目的として、

当社代表取締役社長である羽鳥貴夫（以下「本委託者」といいます。）の発案を受け、今般、コタエ

ル信託との間で時価発行新株予約権信託設定契約（以下「本信託契約」といいます。）を締結し、当

社が信託管理人兼受益者指定権者を務めるとともに、コタエル信託に対して本新株予約権を発行す

ることにより、本信託を活用したインセンティブプラン（以下「本インセンティブプラン」といいま

す。）を導入いたします。 

なお、本委託者は、本信託の目的を、当社役職員のモチベーション維持・向上のために、自らの出

捐で、当社役職員を対象としてその将来の貢献期待に応じて公平に企業価値の増加に対する恩恵に

浴する機会を提供することと捉えており、当社としても、当社役職員が本新株予約権の交付を受け

る立場、即ち将来的に会社のオーナー（株主）となり得る立場から経営の一翼を担うことが当社役職

員の貢献意欲や士気をより一層高め、当社をより一層活性化させることに繋がり、もって、当社の企
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業価値をより一層向上することに繋がるものと期待しております。 

本インセンティブプランでは、本信託契約の定めに従って、本委託者がコタエル信託に対してそ

の手許資金を信託拠出し、コタエル信託が本新株予約権の総数を引受けるとともに信託拠出された

資金を用いて本新株予約権の発行価額の総額を払い込むことで、本新株予約権を取得します。そし

て、コタエル信託が取得した本新株予約権は、信託契約においてあらかじめ定められた交付日（以下

「交付日」といいます。）において、当社により本新株予約権の交付を受ける者として指定された当

社役職員（以下「受益者」といいます。）に分配されることになります。（詳細については、下記「本

インセンティブプランの概要図」をご参照ください。）。 

当社は、交付日において、本新株予約権の配分方法が規定される交付ガイドライン（以下「交付ガ

イドライン」といいます。）に従って受益者を指定することとなります。 

具体的には、当社の定める交付ガイドラインでは、社外取締役及び監査役によって構成され、今年

度中に開催される予定の第一回評価委員会において、まず、当社役職員のうちその時点において経

営幹部に相当する者及び追加の対象者（以下「第一次候補者等」といいます。）を選別し、第一次候

補者等に対して交付されるべき本新株予約権の基準となる数量（以下「インセンティブパッケージ」

といいます。）を仮に付与いたします。そして、当社評価委員会は、第一次候補者の企業業績達成に

向けた貢献度を継続的に評価し、信託期間中に当社役職員に対して仮に付与されることとなったイ

ンセンティブパッケージの０％から 100％の範囲内で、最終的に受益者に交付すべき新株予約権の個

数を決定し、本受託者に通知を行うこととされ、これにより、交付日に本受託者から受益者に対して

本新株予約権が交付されることになります。 

また、当社評価委員会は、併せて第一次候補者でない当社役職員に対しても、①連結業績への貢献

実績や②企画推進・新規事業開発・管理マネジメントのいずれかにおける成果等の継続的な評価を

行い、特に評価が高い者に限り、毎事業年度に評価結果に従ってポイントを付与します。そして、当

社評価委員会は、交付日に、ポイントを保有している者に対して、各人が交付日までの期間中に獲得

したポイント数に応じて、本新株予約権のうち第一次候補者に交付されない新株予約権の最終的に

受益者に交付すべき新株予約権の個数ものの配分を決定し、本受託者に通知し、これにより、交付日

に本受託者から受益者に対して本新株予約権が交付されることになります。（本インセンティブプラ

ンの詳細については、下記「本インセンティブプランの概要図」をご参照ください。）。 

 

当社が今般導入いたしました本インセンティブプランは、現在当社に在籍している者のみならず

将来採用される当社役職員も含めて、将来の分配時点において、それまでの貢献度を考慮して本新

株予約権の交付対象者と交付個数を決定することが可能となる点において、一般的に実施されてい

るストックオプションのような従来型のインセンティブプランとは異なる特徴を有するものであり

ます。また、民事信託によって行われる従来の信託型ストックオプションとは異なり、定期的に訪れ

る交付日において当社の裁量により任意の個数の本新株予約権を取り崩していく点に異なる特徴を

有しております。 

即ち、従来型の信託を活用しないインセンティブプランにおいては、発行会社は、新株予約権の発

行時点で付与対象者及び付与対象者ごとの付与個数を決定しなければならず、①役職員の過去の実

績などを手掛かりに将来の貢献度を現時点で見積もって付与した結果、実際の業績貢献度に応じた

適切な報酬配分とならない場合や、②発行後に入社する役職員との間の不公平を避けるために、何

度も新たな新株予約権を発行しなければならず、その都度煩雑な発行手続きや管理コストの負担が

必要になるなどといった課題がありました。また、従来の信託型ストックオプションでは、将来入社

する役職員に対しても公平に過去に発行された新株予約権を交付できるメリットは同じくあるもの

の、交付日が予め固定されており、なおかつ、それぞれのタイミングに交付すべき本新株予約権の個

数も固定されてしまっていたため、①将来の貢献期待に対して心証を十分に得ていないにも拘わら

ず各交付日に当該固定数の新株予約権の交付を余儀なくされたり②優秀な人材に対して採用直後に

新株予約権の交付をコミットすることができなかったりするなどといった課題がありました。 

これに対して、本インセンティブプランにおいては、交付日が予め固定されることがないため、一

旦コタエル信託に対して発行された本新株予約権を、当社役職員の貢献度に応じて将来に分配する

ことで、公平に分配することが可能であり、将来採用される当社役職員に対しても本新株予約権を

分配することが可能となります。また、本新株予約権の交付日まで当社に勤続していた当社役職員

にのみ本新株予約権を交付することができるため、交付日までに退職者が出た場合にも対応するこ

とが可能となるなど、従来型のインセンティブプランでは実現が困難であった柔軟な運用が可能と
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なっております。さらに、本インセンティブプランでは、限られた個数の本新株予約権を将来の貢献

度に応じて当社役職員で分配することになるため、より一層当社への貢献意欲が向上するものと期

待されるとともに、優秀な人材の獲得に当たっての誘引手段として機能することが期待されます。 

当社は、このように本インセンティブプランを活用することにより、当社の現在及び将来の当社

役職員のいずれもが当社において待遇に関して不公平を感じることなく、当社の結束力及び一体感

を高め、より一層意欲及び士気を向上させてくれるものと期待しております。 

さらに、本新株予約権には、連結営業利益に関する業績達成条件が定められており、これにより当

社役職員の業績達成意欲をより一層向上させ、当該業績目標の達成を通じて、当社の企業価値・株式

価値を名実ともに向上させることが期待できます。 

以上のことから、当社は、本インセンティブプランの導入が既存株主の皆様の利益にも資するも

のであると考えております。 

 

＜本信託の概要＞ 

名称 20260TL0701221028 時価発行新株予約権限定責任信託 

委託者 羽鳥 貴夫（当社代表取締役社長） 

受託者 コタエル信託株式会社 

受益者 
信託期間満了日に受益者として指定された者（受益者確定手続を経

て特定されるに至ります。） 

信託契約日（信託期間開始日） 2022 年 10 月 28 日 

本新株予約権の交付日 

2023 年 3 月末日 

※初回の交付日である同日に交付されない本新株予約権は、その後

3 か月おきに到来する交付日において、当社が交付ガイドラインに

従って指定する受益者に交付されることになります。 

信託期間満了日 2023 年 4 月 25 日 

信託の目的 本新株予約権を受益者に引き渡すことを主たる目的とします。 

受益者適格要件 

本信託契約に基づき、交付日時点の当社役職員のうち当社が交付ガ

イドラインに従って指定する者を受益者とし、各受益者の本新株予

約権の分配数量を確定します。 

なお、分配のための基準は、信託契約日において定められる予定の

交付ガイドラインに規定されております。交付ガイドラインとは、

本新株予約権の交付日に本新株予約権を交付する当社役職員の範

囲と数量を決定するために当社が定めた準則であり、当社は交付ガ

イドラインに従って当社役職員の業績を評価し、本新株予約権の分

配を行います。その内容は、上記＜本インセンティブプラン導入の

目的および理由＞に記載の通りです。 
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＜本インセンティブプランの概要図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 本委託者である羽鳥貴夫が本信託契約に基づきコタエル信託へ金銭を拠出し、本信託を設定しま

す。当社は、本信託契約に基づき、信託管理人兼受益者指定権者に就任します。なお、本インセ

ンティブプランは、本委託者から将来の受益者に対する贈与の性格を有するものです。 

② 当社は、本信託の設定を前提に、2022 年 10 月 21 日開催の取締役会決議に基づき、本受託者に対

して本新株予約権を発行し、受託者であるコタエル信託は、上記①で本信託に拠出された金銭を原

資として、当社から本新株予約権を引き受けます。そして、本新株予約権を引き受けた本受託者は、

本信託契約に従い本新株予約権を信託期間の満了日まで保管します。 

③ 当社は、交付ガイドラインの定めに従い、交付日までの当社への貢献度等から予測される将来の貢

献期待値に応じて、当社役職員に対し交付する本新株予約権の個数を決定する基準となるインセ

ンティブパッケージ又はポイントを付与し、当該インセンティブパッケージ及びポイントの数に

応じて、各当社役職員に対して交付すべき本新株予約権の個数を決定します。 

④ 交付日に受益者が確定し、コタエル信託が保管していた本新株予約権が受益者に分配されます。 

 

※本新株予約権の分配を受けた受益者は、当該本新株予約権の発行要項及び取扱いに関する契約

の内容に従い、当該新株予約権を行使して行使価額の払込みをすることで当社の普通株式を取

得することができます。また、権利行使により当社株式を取得した受益者は、株主として当社株

式を保有し、また、任意の時点で市場にて株式を売却することができます。 

 

 

【受託者】 
 

コタエル信託株式会社 

 

 

 

【当社】 
 

株式会社 IDOM 

②新株予約権の割当て 

③当社役職員の評価に基づき 

本新株予約権の配分決定 

 

 

 

【受益者】 
 

当社役職員のうち 

本新株予約権の交付を受ける者 

 

 

【委託者】 
 

羽鳥貴夫 

（当社代表取締役） 

④受益者確定時に 

新株予約権を交付 

②割当時の払込み 

①信託契約の締結 

金銭の拠出 
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３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額 

2,533,000,000円 6,500,000円 2,526,500,000円 

（注）１．払込金額の総額は、新株予約権の払込金額の総額（3,400,000 円）に新株予約権の行使に際

して払い込むべき金額の合計額（2,529,600,000 円）を合算した金額であります。 

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

３．発行諸費用の概算額は、信託報酬、新株予約権の価額算定費用等の合計額であります。 

４．本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消

却した場合には、上記払込金額の総額及び差引手取概算額は減少します。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

本新株予約権は、当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すに当たり、当社役職員の一

体感と結束力をさらに高め、より一層意欲及び士気の向上を図ることを目的として発行され

るものであり、資金調達を目的としておりません。 

なお、本新株予約権の行使の決定は受託者であるコタエル信託から本新株予約権の交付を

受けた当社役職員の判断に委ねられるため、本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

は、現時点でその金額及び時期を資金計画に織り込むことは困難であります。従って、手取金

は運転資金に充当する予定でありますが、具体的な金額については、行使による払込みがな

された時点の状況に応じて決定いたします。 

また、行使による払込みがなされた以降、充当時期までの資金管理につきましては、銀行預

金等の安定的な金融資産で運用する予定です。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本新株予約権の発行及びその行使により調達する資金は、当社の業務運営に資するものであり、

合理性があるものと考えております。 

 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

当社は、本新株予約権の発行価額の決定に際して、当社から独立した第三者評価機関であ

る株式会社プルータス・コンサルティングに本新株予約権の評価を依頼しました。当該第三

者評価機関は、本新株予約権の発行に係る取締役会決議前取引日の東京証券取引所における

当社株価終値 744 円/株、株価変動性（ボラティリティ）48.04％、配当利回り 0.62％、無リ

スク利子率 0.299％や本新株予約権の発行要項に定められた条件（行使価額 744 円/株、満期

までの期間 8.6 年、業績条件）に基づいて、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シ

ミュレーションによって本新株予約権の評価を実施した結果、１個当たりの評価結果を 100

円と算出しております。 

当社取締役会は、かかる本新株予約権の発行価額について、第三者評価機関が評価額に影

響を及ぼす可能性のある前提条件をその評価の基礎としていること、当該前提条件を反映し

た新株予約権の算定手法として一般的に用いられている方法で価値を算定していることから、

適正かつ妥当であり有利発行に該当しないものと判断し、本新株予約権の１個当たりの払込

金額を当該算出結果と同額である 100 円に決定いたしました。 

また、本新株予約権の行使価額については、本新株予約権発行に係る取締役会決議日の前

取引日の東京証券取引所における普通取引の終値 744 円を参考として、当該終値と同額の１

株当たり 744 円に決定いたしました。 

さらに、当社監査役全員から、発行価額が割当予定先に特に有利でないことに関し、上記算

定根拠に照らして検討した結果、有利発行に該当せず適法である旨の見解を得ております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権が全て行使された場合に交付される株式数は 3,400,000株（議決権数 34,000個）

であり、2022 年８月 31 日現在の当社発行済株式総数 106,888,000 株（議決権の総数 1,003,741

株）を分母とする希薄化率は 3.18％（議決権の総数に対する割合は 3.39％）に相当し本新株予
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約権の行使により相応の希薄化が生じます。 

しかしながら、本新株予約権は、当社の業績拡大及び企業価値の中長期的な増大を目指すに

当たり、当社役職員の一体感との結束力をさらに高め、より一層の意欲及び士気の向上を目的

としております。また、あらかじめ定める業績に係る目標の達成が行使条件とされており、その

目標が達成されることは、当社の企業価値・株主価値の向上が見込まれるものと考えておりま

す。 

なお、本新株予約権の行使により発行される株式の総数 3,400,000 株に対し、当社普通株式

の過去６ヶ月間における１日当たり平均出来高は約 633,000 株であり、一定の流動性を有して

おります。 

以上の理由により、当社といたしましては、本新株予約権の発行は、企業価値、株主価値の向

上に寄与するものと見込まれ、既存株主の皆様の利益にも貢献できるものと判断しており、今

回の発行数量及び株式の希薄化規模は合理的であると考えております。 

 

６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要 

（１） 名 称 コタエル信託株式会社 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 丸の内ビルディング 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 松田良成 

（４） 事 業 内 容 信託業 

（５） 資 本 金 １億円 

（６） 設 立 年 月 日 2018 年 10 月 25 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 １億株 

（８） 決 算 期 ３月 31 日 

（９） 従 業 員 数 33 人（2022 年８月 31 日現在） 

（10） 主 要 取 引 先 一般企業 

（11） 主 要 取 引 銀 行 株式会社三菱 UFJ 銀行 

（12） 
大 株 主 及 び 持 株 比 率 

コタエル・ホールディングス株式会社 66.66％、株式会社ミステ

ィゲート 33.34% 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

 
資 本 関 係 

当社と割当予定先及びその支配株主との間には、記載すべき資本

関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と割当予定

先の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき資本関係はあり

ません。 

 

 
人 的 関 係 

当社と割当予定先及びその支配株主との間には、記載すべき人

的関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と割当

予定先の関係者及び関係会社との間には、特筆すべき人的関係

はありません。 

 

 
取 引 関 係 

当社と割当予定先及びその支配株主との間には、記載すべき取

引関係はありません。また、当社の関係者及び関係会社と当該

会社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はあ

りません。 
 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

割当予定先及びその支配株主は、当社の関連当事者には該当し

ません。また、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連

当事者には該当しません。 

(注)１．提出者と割当予定先との間の関係の欄は、2022 年 10 月 21 日現在のものであります。 

２．当社は、割当予定先から、反社会的勢力との関係がない旨の表明書を受領しております。コタ

エル株式会社は、管理型信託会社としての登録（関東財務局長（信）第 19 号）を行い、監督

官庁である金融庁の監督及び規制に服しており、また信託協会に加盟しております。 

また、割当予定先は、反社会的勢力の排除に関する基本方針を定め、かかる基本方針をホー

ムページにおいて公表しております。 

また、当社は、割当予定先がかかる基本方針に基づき、反社会的勢力に対して組織的に対応
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するための体制を整備する等、反社会的勢力排除のための取組みを行っていることを割当予

定先からのヒアリング等により確認しております。 

上記を踏まえ、当社は、割当予定先及び割当予定先の役員が反社会的勢力ではなく、また反

社会的勢力との関係を有していないものと判断しております。 

また、当社は、割当予定先が反社会的勢力とは一切関係がない旨の確認書を株式会社東京

証券取引所に提出しております。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

当社が、コタエル信託を本新株予約権の割当予定先として選定した理由は、以下のとおりで

あります。 

本インセンティブプランを実現するためには、信託を設定し、当該信託の受託者を割当予定

先として新株予約権の割当を行う必要があります。受託者は、信託財産の管理、信託に係る事

務手続きを行うことになります。 

当社は、信託型ストックオプションを考案し、本インセンティブプランに関連する特許の出

願を行うなど、数多くのインセンティブスキームを開発し続けている松田良成弁護士が代表取

締役を務めるコタエル信託が本インセンティブプランの実現のために必須であること、同社の

信託型ストックオプションに対する造詣の深さ、商事信託として本インセンティブプランのオ

ペレーションを知悉していること、2021 年８月に発表された FATF（金融活動作業部会）によ

る第４次対日相互審査報告書において、商事信託でない信託（即ち、民事信託）がマネーロン

ダリング規制の観点で透明性に課題があるものと認定されたことから、本インセンティブプラ

ンのような上場株式と密接に関連する信託につき当社として民事信託は採用しえないと判断し

たこと等を総合的に判断した結果、コタエル信託に対して信託の管理事務手続きを委託する方

法が最適であると判断し、割当予定先として選定しました。 
 
（３）割当予定先の保有方針 

割当予定先であるコタエル信託は、本信託契約及び交付ガイドラインに従い、本新株予約権

を交付日まで保管し、当社の指図に従って、当社が指定する数量の本新株予約権を受益者とし

て指定された当社役職員に交付することとなっております。 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、本新株予約権の払込みに要する資金に相当する金銭の保有状況を、委託者である羽

鳥貴夫が当初信託金相当額を保有していることを本委託者の預金通帳の写しを入手することに

より確認しております。 

 

（５）その他重要な契約等 

上記の本信託契約のほか、今回当社が発行する本新株予約権に関し、割当予定先との間にお

いて締結した重要な契約はありません。 

 

７．募集後の大株主及び持株比率 

氏名または名称 募集前 募集後 

株式会社フォワード 27.90％ 26.98％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9.09％ 8.80％ 

株式会社ビッグモーター 5.68％ 5.49％ 

羽鳥  裕介 5.38％ 5.20％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5.19％ 5.02％ 

株式会社フォワードＹ 2.99％ 3.28％ 

株式会社フォワードＴ 2.99％ 2.89％ 

ザ  バンク  オブ  ニューヨーク  メロン １４００４４ 2.33％ 2.89％ 

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1.99％ 1.93％ 

羽鳥貴夫 1.87％ 1.81％ 

（注）１．募集前の保有比率は、2022 年８月 31 日現在の株主名簿上の株式数を基準としております。 

２．募集後の保有比率は、2022 年８月 31 日現在の所有議決権数を、同日現在の総議決権数に本
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新株予約権の目的である株式の総数に係る議決権数を加算した数で除して算出しておりま

す。 

３．上記表中の持株比率は、小数点以下第３位を四捨五入して算出しております。 

４．割当予定先であるコタエル信託は、割当られた本新株予約権の信託に係る事務手続き及び

管理を行うことだけを目的とし、信託満了後は本信託契約及び交付ガイドラインに従い、

本新株予約権を受益者へ交付することを約していることから、募集後の大株主及び持株比

率には表示しておりません。 

 

８．今後の見通し 

現在のところ、2022 年 10 月 14 日に発表いたしました 2023 年 2 月期の通期業績予想に変更はあ

りません。 

また、本新株予約権が行使され、調達資金の使途に従い業務を遂行することにより業績への影響

が生じた場合は、直ちに開示いたします。 

 

９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本新株予約権の発行は、①希薄化率が合計 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うもので

はないこと（新株予約権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるも

のではないこと）ことから、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規程第 432 条に定める

独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１） 最近３年間の業績（連結） 

決算期 2020 年２月期 2021 年２月期 2022 年２月期 

売上高 361,684 百万円 380,564 百万円 459,532 百万円 

営業利益 9,091 百万円 10,571 百万円 18,485 百万円 

経常利益 6,867 百万円 9,642 百万円 17,561 百万円 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,545 百万円 1,484 百万円 10,794 百万円 

１株当たり当期純利益 34.97 円 14.77 円 107.51 円 

１株当たり配当金 1.20 円 10.60 円 4.60 円 

１株当たり純資産 415.42 円 438.18 円 537.97 円 

 

（２） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2022 年 10 月 21 日現在） 

 株  式  数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 106,888,000 株 100.00％ 

現時点の転換価額（行使価額）における

潜在株式数 
－ － 

 

（３） 最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 2020 年２月期 2021 年２月期 2022 年２月期 

始  値 381 円 503 円 625 円 

高  値 679 円 698 円 1,090 円 

安  値 240 円 309 円 575 円 

終  値 512 円 619 円 657 円 

 

② 最近６か月間の状況 

 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 

始 値 652 円 685 円 755 円 814 円 819 円 867 円 

高 値 689 円 770 円 811 円 869 円 933 円 895 円 

安 値 643 円 685 円 680 円 760 円 808 円 738 円 
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終 値 675 円 746 円 806 円 827 円 869 円 744 円 

（注）2022 年 10 月の株価については、2022 年 10 月 20 日現在で表示しております。 

 

③ 発行決議日前日における株価 

 2022 年 10 月 20 日 

始  値 742 円 

高  値 758 円 

安  値 739 円 

終  値 744 円 

 

（４） 過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等 

該当事項はありません。 

 

 

  



 

- 11 - 
 

 

 

株式会社ＩＤＯＭ 第９回新株予約権 発行要項 

 

１．新株予約権の数 

34,000 個 

なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通

株式 3,400,000 株とし、下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合

は、調整後付与株式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。 

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭 

本新株予約権１個あたりの発行価額は、100 円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関であ

る株式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション

価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定した

ものである。 

３．新株予約権の内容 

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 

本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通

株式 100 株とする。 

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当て

を含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただ

し、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

るものとする。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合

その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で

適切に付与株式数の調整を行うことができるものとする。 

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法 

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使

価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、金 744 円とする。 

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により

行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

１ 

調整後行使価額＝調整前行使価額 ×  

分割（または併合）の比率 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行

または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分

または合併、会社分割、株式交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の交付の場合を

除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

     
既 発 行 
株 式 数 ＋ 

新 規 発 行 
株 式 数 × １ 株 あ た り 

払 込 金 額 

 調 整 後 
行使価額 ＝ 調 整 前 

行 使 価 額 × 
新規発行前の１株あたりの時価 

 既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当

社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしくは株

式交付を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社

は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。 

（３）新株予約権を行使することができる期間 

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2025 年６月１

日から 2031 年５月 31 日（但し、最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日）まで
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とする。 

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算

規則第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の

結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記

①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会による承認を要するものとする。 

（６）新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、2025 年２月期または 2026 年２月期のいずれかの事業年度に係る有価証券

報告書に記載される監査済みの当社連結損益計算書の営業利益が 300 億円を超過している

場合に限り、本新株予約権を行使することができる。なお、上記における営業利益の判定に

際しては、決算期の変更、適用される会計基準の変更等により参照すべき営業利益等の概

念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めことができる

ものとする。 

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社または当社の子会社もしくは

関連会社の取締役、監査役もしくは従業員であることを要する。ただし、当社取締役会が正

当な理由があるものと認めた場合にはこの限りではない。 

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。 

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総

数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 

４．新株予約権の割当日 

2022 年 11 月７日 

５．新株予約権の取得に関する事項 

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは

分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画

について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合

は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得す

ることができる。ただし、当社と契約関係にある信託会社が本新株予約権者である場合にはこ

の限りではない。 

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本新株予約権の行使が

できなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなく

なった当該新株予約権を無償で取得することができる。ただし、当社と契約関係にある信託会

社が本新株予約権者である場合にはこの限りではない。 

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または

株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の

効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第 236 条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそ

れぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。 

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。 

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を
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勘案のうえ、上記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記

６．（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額

とする。 

（５）新株予約権を行使することができる期間 

上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日

から上記３．（３）に定める行使期間の末日までとする。 

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

上記３．（４）に準じて決定する。 

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。 

（８）その他新株予約権の行使の条件 

上記３．（６）に準じて決定する。 

（９）新株予約権の取得事由及び条件 

上記５に準じて決定する。 

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 

８. 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 

2022 年 11 月 11 日 

 

以上 
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個 別 注 記 表 
 

令和３年 ３月 １日 

令和４年 ２月２８日 

 

 

１．この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。 

 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （１）その他計算書類作成のための基本となる事項 

   ① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

３．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （１）当事業年度の末日における発行済時株式の数    200株 
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企業の現況に関する事項 
（１）事業の経過及びその成果 

   昨年同様、ＩＤＯＭグループのネットワークを活用したことにより、ＩＤＯＭグループの 

販売数・保険付保率の増加があり、大幅な増収・増益となりました。また、保険事務作業を店

舗に移管したことにより、人件費を削減することができました。 

 

（２）資金調達の状況 

   当該年度の資金調達は実施しておりません。 

 

（３）設備投資等の状況 

     設備等は株式会社ＩＤＯＭからの賃借となっております。 

 

（４）対処すべき課題 

      取扱商品の契約数の拡大をＩＤＯＭグループ中心に推進していきます。 

 

（５）財産及び損益の状況 

区  分  第１２期  第１３期 第１４期 第１５期 

売上高 1,112,515,966円       1,416,336,540

円 

1,676,481,373円 1,686,779,300円 

当期純利益 583,091,349円       770,655,285円 949,850,748円         969,686,606円 

1株当たり 

当期純利益 

2,915,456円         3,853,276円 

 

4,749,253円             4,848,433円 

総資産 

（純資産） 

1,703,622,027円 

（1,448,975,306円） 

2,486,563,315円 

（2,219,630,591円） 

3,573,731,848円 

（3,169,481,339円）  

4,439,062,939円 

（299,894,994円） 

 

 

（６）重要な子会社の状況 

     該当する子会社はありません。 

 

（７）主要な営業所及び並びに使用人の状況 

① 営業所 

名称 所  在  地 

本社 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 

 

② 使用人の状況 

                          ２０２２年２月２８日現在 

従業員数 前事業年度末比増減 

33名 ▲1名 

 ※期間の定めのある使用人含む 
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③  労働組織の状況 

労働組織は結成されておりません。 

 

（８）主要な借入先 

２０２２年２月２８日現在 借入等はありません。 

 

【取扱保険会社】 

損害保険(損害保険全般) 

あいおいニッセイ同和。損害保険ジャパン。東京海上日動火災。楽天損保。 

三井住友海上。ソニー損保。三井ダイレクト。セゾン自動車火災。イーデザイン損保。 

 

生命保険(医療、傷害、ガン保険) 

三井住友海上あいおい生命。損保ジャパン日本興亜ひまわり生命。 

 
以上 
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	当社は、本新株予約権の払込みに要する資金に相当する金銭の保有状況を、委託者である羽鳥貴夫が当初信託金相当額を保有していることを本委託者の預金通帳の写しを入手することにより確認しております。
	（５）その他重要な契約等
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	８．今後の見通し
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